
和歌山県基礎情報（Ｈ29.2時点）
・人口:964千人
・可住地面積：1,115.11k㎡

①対象施設の状況
開港日：平成8年3月9日
空港の規模：74.1ha
滑走路：長さ2,000m×幅45m
就航路線：羽田⇔和歌山（1日3往復）
運用時間：8時30分～20時
アクセス：JR白浜駅から、バスで約20分、

タクシーで約10分
②対象地の状況
白浜温泉に立地しており、世界遺産（高野山、熊野古道）に近接。隣接敷地に旧空港滑走路及びターミナルビル跡地あり。
③施設機能等の整理

現在の空港基本施設等、ターミナルビル、展望広場の維持管理に加え、旧空港滑走路、旧ターミナルビル跡地を含む空港用地の有効
活用を実施させ、空港の一体経営を目指す。また新たに整備が予定されている国際線ターミナルビル機能の整備等を検討する。

①自治体が抱えている課題
南紀白浜空港の旅客数は、平成20年度の15.1万人をピークとして、平成23年の紀伊半島大水害時に9.1万人まで落ち込んだ。その後、
空港利用促進の努力もあり旅客数は回復しているが、さらなる空港の活性化を目指し、民間ノウハウの導入による抜本的な空港経営改
革を目指す。
②上位計画との関連性
平成29～38年度の和歌山県長期総合計画（案）では、国内外からの多くの交流人口や広域的で活発な物流を創り出すことを目指して、
南紀白浜空港の利用者数をピーク時と同水準の15万人と掲げている。
➂当該事業の発案経緯
上述の課題解決や上位計画に掲げられた目標達成のため、国際線誘致に向けた施設拡充とともに、コンセッション等の検討を開始した。

【事業分野：空港】 【対象施設：南紀白浜空港 】 【事業手法：コンセッション 】
【キーワード：小規模空港コンセッション、混合型空港コンセッション、地方管理空港、エアポートセールス、観光振興】

事業発案に至った経緯・目的
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旅客ターミナルビル 展望広場左：現空港 右：旧空港

調査対象施設（対象地）の概要



事業化検討

今後の進め方
【ロードマップ】

【想定される課題】

調査内容調査の流れ

南紀白浜空港の
現状整理

類似空港との比較

上位計画の整理、
旅客動向の分析

将来空港需要の推計

官民連携手法の整理

事業収支の検討

マーケット
サウンディング

今後の事業化に
向けた検討

類似空港比較

山形空港、福島空港、鳥取空港、
出雲空港、石見空港

小規模
空港

国際空港 茨城空港、米子空港、佐賀空港

• 各種利用促進策の効果等を分析
• 小規模でアクセスの悪い空港でも、利用促進策
を講じることにより旅客数を増加させている

マーケットサウンディング

空港投資に関心のある民間事業者8社に対して、
参入意向や事業条件等に関する意見をヒアリング

海外エアライン、旅行代理店等を対象に、国内外
旅客ニーズをヒアリング

• 空港を利用した国内団体旅客ニーズはあるが、機
材が小さく対応が難しい

• 韓国、台湾ではチャーター便のインバウンドニーズ
あり

• スケジュールや事業条件、支払いスキームによって
は、実績作りとしてコンセッション事業へ参入する余
地はある

• コスト削減効果は限定的、サービス水準向上を評価
してもらいたい

コンセッション 指定管理者制度 総合維持管理業務

業
務
範
囲

CIQや航空管制を除き、各種
運営規定等の策定を含むほ
ぼすべての業務を実施

空港設置者の定めた範
囲における運営を実施

各種維持管理業務の
み実施

特
徴

民間事業者に長期にわたっ
て空港経営を実施させること
が可能

民間事業者に一部需
要リスクを移転しつつ、
包括的に空港の運営を
行わせることが可能

業務の包括かつ複数
年度の委託により、業
務の効率化を図ること
が可能

留
意
点

参入にあたっての民間事業
者の業務負荷が大きい

小規模空港では大幅な需要
増加が見込みにくい

短期の事業となるため、
民間事業者による大胆
な経営資源の投入が難
しい

空港活性化に係るイン
センティブに乏しく、基
本的にはコスト削減に
特化する

評
価

包括的に空港の運営を任せ
つつ、エアライン誘致等の長
期にわたる民間の空港経営
を期待する場合に適する

包括的に空港の運営を
任せ、効率化を図るこ
とが期待される場合に
適する

一部業務についての効
率化を図ることが期待
される場合に適する

• マーケットサウンディングの結果を踏まえ、コンセッションの導入
を前提に引き続き事業化を検討。

• 県が運営権者にサービス対価を支払う「混合型」事業。

• 国際線ターミナルビルについては、将来の旅客需要等を踏まえ、
民間事業者に提案を求める。

運営権対価
現在の空港基本施設等に係る事業収支は赤字であるため、
ゼロ円を基本とする

運営等に係る
サービス対価

現状の歳出歳入
差額程度の負担

①事業手法の比較

②定量評価（コンセッションの場合）

③検討結果・結論

平成29年度上旬

公募等の実施

平成29年度中旬
事業者の選定、
契約締結

平成29年度下旬
国際線ターミナル
ビル設計着手

• 他の空港の公募と同時期のタイミングでは、民間事業者による提案のための
リソース不足が懸念される。

• 様々なプレーヤの参画を促すため、多様なアイデア等を受け付けるための幅
広い公募方法を検討する必要がある。

• 運営権事業を開始する場合には混合型事業となることが見込まれるため、サ
ービス対価の支払いスキームを精緻化する必要がある。

類似空港との比較により、南紀白浜空港における
課題や示唆を抽出

空港基本施設等とターミナル
ビル運営等に係る収支の差額

民間事業者
の利益

＋ ⇒
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